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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月

売上高 （千円） 7,266,757 7,262,454 7,354,790 7,828,428 7,601,141

経常利益 （千円） 32,925 177,844 175,113 58,809 171,539

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 51,520 163,611 136,802 76,189 178,027

包括利益 （千円） 52,769 164,366 136,509 74,642 177,446

純資産額 （千円） 2,654,113 2,818,480 2,954,989 3,029,631 3,207,077

総資産額 （千円） 9,062,783 8,852,471 8,759,924 8,247,882 8,078,973

１株当たり純資産額 （円） 183.67 195.04 204.49 209.65 221.93

１株当たり当期純利益金額 （円） 3.57 11.32 9.47 5.27 12.32

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 29.3 31.8 33.7 36.7 39.7

自己資本利益率 （％） 2.0 6.0 4.7 2.5 5.7

株価収益率 （倍） 31.98 9.72 17.22 23.71 7.14

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 345,568 324,189 437,386 694,215 551,630

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 130,779 △201,153 △181,781 △169,426 △125,382

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △54,983 △203,172 △210,275 △635,819 △200,000

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 932,430 853,260 899,026 786,249 1,011,619

従業員数
（人）

231 222 211 219 221

（外、平均臨時雇用者数） (62) (66) (60) (57) (53)

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第30期の期首

から適用しており、第29期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 2016年3月 2017年3月 2018年3月 2019年3月 2020年3月

売上高 （千円） 7,240,528 7,230,337 7,330,575 7,791,974 7,600,009

経常利益 （千円） 34,501 123,731 151,916 47,363 173,403

当期純利益 （千円） 53,849 106,058 122,604 69,285 241,236

資本金 （千円） 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 （株） 14,451,000 14,451,000 14,451,000 14,451,000 14,451,000

純資産額 （千円） 2,659,571 2,765,630 2,888,235 2,957,520 3,198,757

総資産額 （千円） 9,048,859 8,817,319 8,706,562 8,180,618 8,067,166

１株当たり純資産額 （円） 184.04 191.38 199.87 204.66 221.36

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 3.73 7.34 8.48 4.79 16.69

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 29.4 31.4 33.2 36.2 39.7

自己資本利益率 （％） 2.0 3.9 4.3 2.4 7.8

株価収益率 （倍） 30.59 14.99 19.21 26.07 5.27

配当性向 （％） － － － － －

従業員数
（人）

181 173 162 173 220

（外、平均臨時雇用者数） (60) (63) (58) (54) (53)

株主総利回り （％） 100.0 96.5 143.0 109.6 77.2

（比較指標：配当込み

TOPIX）
（％） (89.2) (102.3) (118.5) (112.5) (101.8)

最高株価 （円） 284 143 223 202 195

最低株価 （円） 80 88 99 101 75

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第30期の期首

から適用しており、第29期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標

等となっております。

４．最高株価及び最低株価は東京証券取引所（JASDAQスタンダード）におけるものであります。
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２【沿革】

年月 変遷の内容

1990年９月 自動車用品・部品の販売を目的として㈱オートウェーブを資本金30百万円で設立

1990年12月 自動車用品・部品の取付整備を目的として、㈱ピットライヴを資本金10百万円で設立

1991年４月 千葉市に宮野木店を開店、営業開始

1994年11月 千葉県富里町（現富里市）に富里店を開店

1995年２月 自動車の車検整備および自動車用品・部品の取付を目的として、㈱ベルガレージを資本金10百万円で設

立

1996年４月 ㈱ピットライヴを吸収合併し、資本金１億４百万円となる

1996年４月 千葉県沼南町（現柏市）に柏沼南店を開店

1996年11月 東京都中央区に晴海店を開店

1996年11月 自動車オイル専門店「オイルボーイ」の店舗業態開始

1999年６月 カーステレオ・カーナビゲーション等の卸売を目的として㈱シーエムサウンドを10百万円で設立

1999年７月 自動車用品卸会社㈱七虹の発行済株式の全株を取得し、100％子会社とする

1999年９月 当社関連会社㈱ベルガレージの発行済株式の全株を取得し、100％子会社とする

2000年１月 株式交換により㈱シー・エフ・シーを100％子会社とする

2000年９月 日本証券業協会店頭売買有価証券に登録

2001年５月 浦和市（現さいたま市緑区）に浦和店を開店

2001年６月 千葉市中央区に浜野店を開店

2003年７月 埼玉県戸田市に美女木店を開店

2003年10月 横浜市中区に新山下店を開店

2004年２月 ㈱コンフォート（アミューズメント施設運営）を買収し100％子会社とする

2004年４月 東京都町田市に たま・さかい店を開店

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2007年12月 当社の保有する子会社㈱コンフォートの全株式を譲渡

2008年１月 当社の保有する子会社㈱七虹の全株式を譲渡

2010年３月 当社の100％子会社㈱シー・エフ・シーを吸収合併

2010年４月 当社の100％子会社２社㈱シーエムサウンド、㈱ばるクルを吸収合併

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上

場

2017年４月 千葉県香取市に佐原店を開店

2019年４月 当社の100％子会社㈱ベルガレージを吸収合併
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３【事業の内容】

　当社グループは当社及び子会社１社で構成され、自動車用品の販売及びそれに付随するサービス（取付け、整備及

び車検等）を主な事業の内容としております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは、次のとおりであります。

自動車用品販売等事業

当社は一般消費者に対して、自動車用品の販売を行っております。当社の仕入先は、外部一般自動車用品卸売業

者の他、商品の一部は子会社であるCFC U.S.A.,INC.より仕入れております。

当社グループの事業系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

CFC U.S.A.,INC.
米国カリフォル

ニア州
10,000

自動車用品販売等

事業
100

自動車用品等の輸

入

（注）「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2020年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

自動車用品販売等事業 221（53）

合計 221（53）

（注）従業員数は就業人員であります。（　 ）内は外数で嘱託及びアルバイト人員であり、労働時間を８時間に換算

し、2020年２月16日から３月15日の総労働時間に基づき算出した人数であります。

 

(2）提出会社の状況

    2020年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

220 （53）名 41.4 10.5 4,607,047

 

セグメントの名称 従業員数（人）

自動車用品販売等事業 220（53）

合計 220（53）

（注）１．従業員数は就業人員であります。（　 ）内は外数で嘱託及びアルバイト人員であり、労働時間を８時間に

換算し、2020年２月16日から３月15日の総労働時間に基づき算出した人数であります。

２．平均年間給与は、2019年４月から2020年３月を対象期間とし、基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

カー用品業界におきましては、消費節約志向や若者のクルマ離れなど、引き続き市場縮小傾向が続くものと思われ

るほか、新型コロナウイルス感染症による影響は当面続くものと想定しております。そのような厳しい事業環境の

中、当社グループでは「中期経営計画」を策定し、経営基盤の強化に取り組んでおります。

主たる事業領域をカー用品の小売販売から、車の車検や整備を中心に顧客を獲得していく中で、車の状態に合わせ

た乗り換え提案を行い、新車販売を強化していくことで、地域のお客様全ての相談・困り事をワンストップで提案・

解決する企業集団への転換を進めます。カー用品需要の減少が続く中、自動車関連需要の川上の新車販売を獲るため

に、車検を起点に顧客接点をつくり、川下のタイヤなどの用品販売に繋げ、カーライフ需要の生涯顧客化を図ってま

いります。

顧客サービスの向上といたしましては、多様化する顧客ニーズに応えることができるように、お客様の「不満」

「不信」「不合理」等を社員ひとりひとりが考え、お客様の「不の解消」の為に行動をすることで、「安全」「安

心」「快適」等を提供し、更なる顧客満足度の向上を図ってまいります。

また、引き続き経費削減を徹底するとともに、在庫管理の徹底とロスの防止、並びに、遊休スペースの有効活用を

図ってまいります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性がある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。

①有利子負債の依存度について

　当社グループは、2020年３月末現在、総資産額に対する長期借入金、１年内返済予定の長期借入金の割合は、

38.4％となっており、今後の金利動向により調達金利が変動した場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、当社は複数の金融機関との間でシンジケートローン契約を締結しており、この契約には、連結財務諸表におけ

る貸借対照表上の純資産の部や損益計算書における経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制

限条項が付加されております。同条項に定める所定の水準を維持できなかった場合、期限の利益を喪失し、担保提

供資産に対する担保権の行使や、一括返済を求められるなど、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

②気候条件による影響について

　当社グループの取扱い商品であるスタッドレスタイヤ、タイヤチェーンについては、降雪の有無による需要の増

減があり、天候状況により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③自然災害について

　当社グループは、各店舗における店頭販売が主であり、自然災害・事故等により、店舗の営業継続に悪影響を及

ぼす可能性があります。災害や事故等に対しては、緊急時の社内体制の整備や事故防止の教育を行なっております

が、当社の店舗・本社周辺地域において地震や台風等の自然災害や事故等が発生し、店舗等やインフラの物理的な

損害により営業活動を中断せざるを得ない場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④個人情報保護について

　当社グループは、小売業が中心の事業形態であり、お客様個人に関わる情報を保管・管理しております。個人情

報の取扱いに関しましては漏洩が生じないよう細心の注意を払っておりますが、不正アクセス等による情報漏洩が

発生した場合には、当社への信頼性が低下すること等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑤固定資産の減損について

　当社グループは、固定資産の減損に係る会計処理を適用しており、今後、店舗等の収益性の悪化などにより、新

たに減損処理が必要になった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑥商品調達と価格変動について

　当社グループは、商品の調達について複数の仕入先を確保するようにしております。しかし、仕入ルートの一部

が中断した場合、当社の事業が影響を受ける可能性があります。また、当社の取扱い商品の中には、原材料等の価

格変動の影響を受ける商品や海外情勢等の外的な要因により仕入価格が変動する商品があります。これら仕入価格

の変動が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑦店舗保証金について

　当社グループは、一部の店舗について建物を賃借して出店しており、出店時に建物所有者に対して保証金の差入

れを行っております。建物の所有者である法人、個人が破綻等の状況に陥り建物の継続的使用や債権の回収が困難

となった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑧感染症の拡大について

　当社グループは、新型コロナウイルスの感染流行時における対策を講じておりますが、感染症の影響が想定を上

回る事態に拡大した場合には、ご来店者数の減少、店舗の休業等による売上の減少や、従業員の罹患によって業務

に支障が出ること等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下「経営成績等」という。）の状況の概要は以下のとおりであります。

 

① 財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度（2019年４月１日から2020年３月31日まで）におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の

改善が継続し、景気は緩やかな回復基調が続いておりましたが、2019年10月からの消費税率引上げ後の消費低迷や台

風などの相次ぐ自然災害の影響に加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済活動の停滞長期化が懸念さ

れ、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く環境といたしましては、報道等による安全意識の高まりなどから、誤発進防止装置やドラ

イブレコーダーなどの需要が継続して伸長する一方で、台風15号、台風19号の直撃や記録的な大雨などの自然災害が

相次ぎました。

　そのような中、当社グループでは「中期経営計画」を策定し、経営基盤の強化に取り組んでおります。カー用品需

要の減少が続く中、自動車関連需要の川上の新車販売を強化するため、車検を起点に顧客接点をつくり、川下のタイ

ヤなどの用品販売に繋げ、カーライフ需要の生涯顧客化に取り組んでおります。

　また、多様化する顧客ニーズに応えることができるように、お客様の「不満」「不信」「不合理」等の「不の解

消」のために行動をすることで、「安全」「安心」「快適」等を提供し、更なる顧客満足度の向上に取り組んでおり

ます。

　集客施策といたしましては、ご家族で楽しんでいただけるように、お子様の整備士体験や景品抽選会、縁日、ヒー

ローショーなどのお客様感謝祭の開催や、安全・安心への取り組みとして、衝突回避支援ブレーキ装着車の体感イベ

ントや雨の日対策講座を行い、お客様との接点を増やしていくことで、より地域に密着したカーライフの需要創造に

取り組んでおります。

　主力４部門の状況につきましては、以下のとおりであります。

　自動車販売部門につきましては、消費増税に伴う駆け込み需要が発生したほか、認知拡大のための店頭アピールや

社内研修による従業員スキルの向上を図ったこと、また、積極的に在庫車両の確保を行い納期の短縮を行った結果、

軽自動車を中心に新車販売台数が順調に増加いたしました。併せて、中古車販売も堅調に推移した結果、売上高が前

期比5.9％増加いたしました。

　車検部門につきましては、来店顧客に対して車検予約キャンペーンの店頭声掛けを徹底したことや、既存顧客への

ダイレクトメールによる早期予約を促進した結果、売上高が前期比1.2％増加いたしました。

　鈑金部門につきましては、先進安全自動車などの普及などで、損害保険会社の指定修理工場としての紹介による修

理受入台数が減少したものの、店頭での一般修理の受入促進や、作業工程の見直しにより１台当たり単価ならびに利

益が上昇した結果、売上高が前期比0.9％増加いたしました。

　タイヤ販売部門につきましては、消費増税に伴う駆け込み需要が発生したほか、顧客ニーズに合ったタイヤの提案

ができる店内への改装を行ったことや、ピット入庫車に対する点検とその後のご案内ダイレクトメールの実施、ま

た、当社購入顧客に対するアフターサービスの充実などで交換訴求を行ってまいりましたが、消費増税後の反動減や

暖冬に伴うスタッドレスタイヤ需要の減少などがあったことで、売上高が前期比8.1％減少いたしました。

　その他部門につきましては、安全意識の高まりから、誤発進防止装置やドライブレコーダーなどの販売が伸長した

ものの、その他の車内車外用品については依然として需要の落ち込みが続き、売上高が前期比6.6％減少いたしまし

た。

　千葉県を直撃した台風15号、台風19号の影響については、一部店舗及びピットの損壊による被害に対して「受取保

険金」として特別利益に52百万円を計上いたしました。

 

　以上の結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。
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ａ．財政状態

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ168百万円減少し、8,078百万円となりました。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ346百万円減少し、4,871百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ177百万円増加し、3,207百万円となりました。

 

ｂ．経営成績

　当連結会計年度末の経営成績は、売上高は7,601百万円（前期比2.9％減）、営業利益は70百万円（前期比43.8％

減）、経常利益は171百万円（前期比191.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は178百万円（前期比133.7％

増）、１株当たり当期純利益は12.32円となりました。また、自己資本当期純利益率（ROE）は5.7％となりました。

 

　当社グループは店舗ごとを基礎とした「自動車用品販売等事業」の単一セグメントであるため、セグメント別の記

載を省略しております。

 

② キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末対比225百万円

（28.7％）増加し、1,011百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、551百万円（前期は694百万円の収入）となりました。資金の主な増加項目は、

減価償却費223百万円、税金等調整前当期純利益201百万円であり、資金の主な減少項目は、仕入債務の減少額86百

万円、利息の支払額40百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、125百万円（前期は169百万円の支出）となりました。資金の主な減少項目は、

預り保証金の返還による支出71百万円、有形固定資産の取得による支出66百万円であり、資金の主な増加項目は、

長期貸付金の回収による収入７百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、200百万円（前期は635百万円の支出）となりました。資金の主な減少項目は、

長期借入金の返済による支出200百万円があったことによるものであります。
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③ 生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　該当事項はありません。

ｂ．受注実績

　当社は一般の不特定多数の顧客を相手とする小売業であり、店舗陳列商品の販売が原則であるため、該当事項は

ありません。

ｃ．仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 仕入高（千円） 構成比（％） 前期比（％）

車販売 1,708,787 33.4 103.2

タイヤ・ホイール 942,633 18.4 95.2

車検・鈑金 642,135 12.6 97.3

オーディオ・ビジュアル 436,725 8.5 75.4

オイル・バッテリー 225,148 4.4 92.7

車内・車外用品 183,599 3.6 77.9

その他 978,826 19.1 102.5

合計 5,117,857 100.0 96.2

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。

 

ｄ．販売実績

　当連結会計年度の販売実績を品目別、店舗別に示すと、次のとおりであります。

ⅰ．品目別売上高

品目 売上高（千円） 構成比（％） 前期比（％）

車販売 1,934,176 25.4 105.9

タイヤ・ホイール 1,698,000 22.3 91.9

車検・鈑金 1,183,130 15.6 101.1

オーディオ・ビジュアル 611,688 8.1 79.0

オイル・バッテリー 534,059 7.0 95.6

車内・車外用品 351,760 4.6 85.4

その他 1,288,325 17.0 104.0

合計 7,601,141 100.0 97.1

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。
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ⅱ．店舗別売上高

店舗 売上高（千円） 構成比（％） 前期比（％）

  宮野木店 2,645,835 34.8 100.0

  柏沼南店 1,738,375 22.9 100.7

  富里店 977,692 12.9 92.8

  浜野店 578,331 7.6 97.5

  上総君津店 466,185 6.1 83.1

  茂原店 426,985 5.6 90.8

  佐原店 214,991 2.8 109.2

  その他 49,141 0.7 100.0

  千葉県小計 7,097,540 93.4 97.3

  新山下店（神奈川県） 443,889 5.8 100.3

  その他県小計 443,889 5.8 100.3

小売計 7,541,429 99.2 97.5

卸売その他 59,711 0.8 65.3

合計 7,601,141 100.0 97.1

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

① 重要な会計方針及び見積もり

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たり、必要となる見積もりに関しましては、過去の実績等を勘案し、合理

的と判断される基準に基づいて行っております。なお、連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針につ

きましては、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項」に記載しているとおりであります。

 

② 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末対比142百万円（7.1％）増加し、2,165百万円となりました。これは主として、

現金及び預金の増加225百万円、その他流動資産の増加30百万円等があった一方で、商品及び製品の減少72百万円

等があったことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末対比311百万円（5.0％）減少し、5,913百万円となりました。これは主として、

有形固定資産の減少127百万円、敷金及び保証金の減少122百万円等によるものであります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末対比168百万円（2.0％）減少し、8,078百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末対比８百万円（0.8％）減少し、980百万円となりました。これは主として、支払

手形及び買掛金の減少86百万円等があった一方で、１年内返済予定の長期借入金の増加65百万円、その他流動負債

の増加12百万円等があったことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末対比338百万円（8.0％）減少し、3,891百万円となりました。これは主として、

長期借入金の減少265百万円、長期預り敷金保証金の減少70百万円等によるものであります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末対比346百万円（6.6％）減少し、4,871百万円となりました。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末対比177百万円（5.9％）増加し、3,207百万円となりました。

 

③ 経営成績の分析

当連結会計年度における経営成績につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要　① 財政状態及び経営成績の

状況」をご参照ください。

 

④ キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要　② キャッ

シュ・フロー」をご参照ください。

 

資本の財源および資金の流動性については、下記のとおりであります。

 

ａ．資金需要

当社グループの資金需要のうち主なものは、商品の仕入のほか、販売費及び一般管理費、店舗運営に係る設備

投資、借入金の返済等によるものであります。

 

ｂ．財務政策

当社グループの主な資本の財源は、自己資金、金融機関からの借入によるものであります。

当社グループは財務基盤の充実に努め、営業キャッシュ・フローを生み出すことによって、当社グループの将

来必要な運転資金および設備投資資金を調達することが可能と考えております。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は52百万円で、その主なものは茂原店の門型洗車機入

れ替えや各店舗の改装・改修などを行いました。

 

２【主要な設備の状況】

（1）提出会社

2020年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
 の名称

設備の内容
 建物及び
 構築物

（千円）

 機械装置
 及び運搬具

（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

従業員数
（人）

本部・宮野木店・業務スー

パー

(千葉市稲毛区 花見川区)

自動車用品

販売等事業

店舗、作業場

及び事務所等
238,085 43,757

1,909,052

(38,264)
17,926 2,208,822 134

富里店

(千葉県富里市)

自動車用品

販売等事業

店舗及び作業

場等
35,292 16,240

545,534

(18,354)
5,275 602,343 46

浜野店

(千葉市中央区)

自動車用品

販売等事業

店舗、作業場

及びテナント

店舗等

471,629 7,735
57,600

(25,142)
2,649 539,615 17

新山下店

(横浜市中区)

自動車用品

販売等事業

テナント店舗

等
1,115,420 1,315

－

(18,291)
525 1,117,260 －

（注）１．金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。

２．従業員数には、臨時従業員は含めておりません。

３．土地の面積には、賃借不動産も含まれております。

 

(2）在外子会社

2020年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

 設備の
 内容

 建物及び
 構築物
（千円）

機械装置
及び運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

従業員数
（人）

CFC U.S.A.,INC.

本社

(米国カリフォル

ニア州)

自動車用品

販売等事業
事務所 － 1,461

－

－
－ 1,461 1

（注）従業員数には、臨時従業員は含めておりません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

（2020年３月31日）
提出日現在発行数(株)
（2020年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,451,000 14,451,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 14,451,000 14,451,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2015年７月30日

（注）
－ 14,451,000 △1,351,175 100,000 － 1,611,819

（注）2015年６月26日開催の第26回定時株主総会において、資本金を減少し、その他資本剰余金へ振替することを決議

しております。

 

（５）【所有者別状況】

       2020年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 19 48 16 14 3,814 3,915 －

所有株式数

（単元）
－ 2,513 12,707 15,904 4,432 348 108,579 144,483 2,700

所有株式数の

割合（％）
－ 1.74 8.79 11.01 3.07 0.24 75.15 100.00 －

（注）1．自己株式211株は、「個人その他」に２単元、「単元未満株式の状況」に11株を含めて記載しております。

2．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2020年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

廣岡　大介 千葉県浦安市 2,101,300 14.54

ウェーブ会 千葉市稲毛区宮野木町1850 1,146,600 7.93

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 967,700 6.70

廣岡　昭彦 千葉市稲毛区 669,660 4.63

廣岡　耕平 千葉県浦安市 489,660 3.39

オートウェーブ従業員持株会 千葉市稲毛区宮野木町1850 438,400 3.03

高安　晃弘 東京都北区 400,000 2.77

中村　忠明 茨城県坂東市 260,000 1.80

J.P.MORGAN SECURITIES PLC
25 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

UK
180,700 1.25

廣岡　君子 千葉市稲毛区 153,120 1.06

計 ― 6,807,140 47.11

（注）ウェーブ会は、当社の取引先持株会であります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2020年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,448,100 144,481 －

単元未満株式 普通株式 2,700 － －

発行済株式総数  14,451,000 － －

総株主の議決権  － 144,481 －

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権の数３個)含まれております。

②【自己株式等】

    2020年３月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社オートウェーブ
千葉市稲毛区宮野木町

1850
200 － 200 0.0

計 ― 200 － 200 0.0
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

そ　の　他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 211 － 211 －

 

３【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、会社の競争力を強化しつつ、株主資本の拡充と株主資本利益率の向上を図る

ことにより、株主各位に対する配当水準の維持及び向上に努めることを基本方針としております。

当社は、株主総会を決定機関とする、年１回（期末配当）の配当を基本方針としております。

当事業年度の配当につきましては、依然として厳しい経営環境の中で財務基盤の充実に努めていきたいと考えま

すので、誠に遺憾ながら見送りとさせていただきました。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループの企業価値の持続的向上を実現するためには、経営の効率性を追求するとともに、事業活動から

生じるリスクをコントロールすることが必要であり、そのためにはコーポレート・ガバナンスの強化が不可欠で

あります。この基本的な考え方のもと、当社の取締役会において「内部統制体制の整備に関する基本方針」を定

め、継続的に施策を実施していきます。

　また、当社では、経営の監督機能と執行機能を分離することで意思決定の迅速化を図るとともに、経営責任の

明確化に努めております。監督と執行の２つの機能間での緊張感を高めるとともに、社外役員を積極的に任用す

ることによって、経営の透明性、効率性を一層向上させていきます。グループ会社については、当社グループと

しての全体最適を追求するため、グループ全体の価値創出プロセスにおけるそれぞれの役割・位置づけを明確に

します。これによって、当社グループの企業価値の持続的向上をめざしたグルーブ運営を行っていきます。

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

ⅰ）企業統治の体制の概要

取締役は４名で、１名が社外取締役であり、監査役３名全員が社外監査役であります。当社は監査役制度を

採用しており、当該社外監査役と当社との取引その他の利害関係はありません。

定時取締役会とは別に、部室長を加えた経営会議を毎週開催し、迅速な意思決定を行うと共に、情報交換・

意見交換を密に行い、企業経営の透明化、健全化を進めております。

また、社長直轄の内部監査室を設置し、社内の諸手続きにより資産の保全が図られ、定期的な運用テストを

実施しております。さらに業務の効率性については、定期的に内部監査を実施しております。

顧問弁護士からは、随時必要に応じ、適宜アドバイスを受けております。

 

　機関ごとの構成員は次のとおりであります。

（Ａ）取締役会

　取締役会は、４名（有価証券報告書提出日現在、うち社外取締役１名）の取締役で構成され、取締役会

を監査役出席のもと、原則毎月１回開催し、当社グループの重要な業務執行を決定し、取締役の職務の執

行を監督しております。

（取締役会構成員の氏名等）

　議　長：代表取締役社長 廣岡大介

　構成員：取締役 廣岡勝征・取締役 宮内和也・取締役 河野研（社外取締役）

 

（Ｂ）監査役会

　監査役会は、３名（有価証券報告書提出日現在、うち社外監査役３名）の監査役で構成され、監査役会

を原則毎月１回開催し、監査の方針、監査計画、監査の方法、監査業務の分担の策定等を行っておりま

す。

（監査役会構成員の氏名等）

　議　長：常勤監査役 星野喜郎（社外監査役）

　構成員：監査役 山﨑眞樹生（社外監査役）・監査役 玉井孝一（社外監査役）

 

ⅱ）企業統治の体制を採用する理由

当社グループの企業価値の持続的向上を実現するためには、経営の効率性を追求するとともに、事業活動か

ら生じるリスクをコントロールすることが必要であり、そのためにはコーポレート・ガバナンスの強化が不可

欠であります。この基本的な考え方のもと、当社の取締役会において「内部統制体制の整備に関する基本方

針」を定め、継続的に施策を実施していきます。

また、当社では、経営の監督機能と執行機能を分離することで意思決定の迅速化を図るとともに、経営責任

の明確化に努めております。監督と執行の２つの機能間での緊張感を高めるとともに、社外役員を積極的に任

用することによって、経営の透明性、効率性を一層向上させていきます。

グループ会社については、当社グループとしての全体最適を追求するため、グループ全体の価値創出プロセ

スにおけるそれぞれの役割・位置づけを明確にします。これによって、当社グループの企業価値の持続的向上

をめざしたグルーブ運営を行っていきます。
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③　企業統治に関するその他の事項

ⅰ）内部統制システムの整備の状況

当社は社長直轄の内部監査室を設置しております。

管理部門としては、経理部と総務・人事部、経営企画室、システム室、ＩＲ室を設置し、営業部門として

は、各店舗を統括する店舗運営部、商品仕入を統括する商品企画部、新車の販売並びに中古車の販売・買取を

統括する自動車販売部、将来の店舗政策を統括する不動産部を設置しております。

また、物販以外のサービス販売部門は、車検等の法定整備を統括する車検事業部と、その他サービス販売部

門を統括する事業運営部を設置しております。

店舗内の管理体制としては、基本的に各店舗に管理部門を設置し、日常業務については店舗責任者の指揮下

にありますが、店舗管理部門の統括は経理部と総務・人事部となっております。

また社内規定については、総務・人事部を主管として、適宜見直しを行い、必要な手続きを経て改訂を行っ

ております。

内部管理体制の充実に向けた取組みの実施状況は次のとおりであります。

取締役は、取締役会とは別に、部室長を加えた経営会議を毎週開催し、迅速な意思決定を行うと共に、情報

交換・意見交換等を密接に行い情報の共有化を推進し、内部管理体制の強化に努めております。

毎月各部室は会議を開催し、月次予算や実績の検討・分析を行うと共に、今後１ヶ月の活動方針やさらに具

体的な営業活動を決定しております。

 

ⅱ）リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、社長の直下に、会社資産を守り業務の効率化の観点から内部監査室を設け、その

実効性を確保するため、経理部、総務・人事部、各店舗の管理担当責任者と連携をはかりながら、経営監視機

能の客観性及び中立性の確保を行っております。

さらに、顧問弁護士からは、随時必要に応じ、適宜アドバイスを受けております。内部監査室は、内部統制

の有効性及び実際の業務執行につき定期的に業務プロセス運用テストを実施し、業務プロセスが有効に機能し

ているか、逸脱がないかの評価を行い、評価結果を社長に報告しております。

 

ⅲ）子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社の子会社の業務の適正を確保するため、当社及び子会社の取締役、監査役等で構成するグループ会社経

営会議を適時開催し、子会社の事業計画、予算及び決算などの報告により経営実態を把握し、意思決定の迅速

化及び監督機能の強化を図るとともに、情報交換・意見交換を密接に行い情報の共有化を推進し、子会社の取

締役の効率的な職務執行の確保に努めております。また、子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保すべく、当社の内部監査室が子会社に対して直接に監査し得る体制とし、法令順守

体制の構築に努めております。

 

④　取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。

 

⑤　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任の決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

⑥　中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことが出来る旨定款に定めております。これは、株主へ機動的な利益還元を可能にするためでありま

す。

 

⑦　自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる

旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市

場取引等により自己の株式を取得する事を目的とするものであります。

 

⑧　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含

む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあた

り、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものでありま

す。
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⑨　責任限定契約

当社と社外取締役及び社外監査役とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、当社定款第28条第２項及び第

37条第２項に定めた任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任限度額は法令が規定する額としております。

 

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
廣岡　大介 1969年7月26日生

 
1996年12月 当社取締役就任

2001年 9月 取締役退任

2003年11月 海外事業本部長

2010年 6月 代表取締役社長就任（現任）
 

（注）３ 2,101

取締役

総務・人事部部長兼不動産部

部長

廣岡　勝征 1943年7月11日生

 
1962年 4月 清水建設㈱入社

2002年 1月 当社入社開発室長

2002年 6月 取締役就任

2008年 6月 取締役退任

2012年 4月 不動産事業本部長

2013年 6月 常務取締役管理本部長兼不動産事業本部長

2014年 6月 経理部、総務・人事部、システム室、ＩＲ

室、不動産部担当

2015年 6月 取締役就任（現任）

2016年 3月 総務・人事部部長兼不動産部部長（現任）
 

（注）３ 29

取締役

事業運営部

部長兼店舗運営部部長

宮内　和也 1975年２月28日生

 
1997年 4月 当社入社

2000年 3月 オイルボーイ山王町店店長

2000年 7月 オイルボーイ富里インター店店長

2006年 4月 オートウェーブ柏沼南店店長

2015年 4月 第２営業部長

2016年 3月 事業運営部部長兼店舗運営部部長（現任）

2016年 6月 取締役就任（現任）
 

（注）３ 7

取締役 河野　研 1971年10月9日生

 
1996年10月 公認会計士二次試験合格

1998年 9月 朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法

人）入所

2002年 8月 武田薬品工業㈱入社

2004年 7月 東京北斗監査法人（現仰星監査法人）入所

2006年12月 河野公認会計士事務所開業　所長（現任）

2012年 6月 ㈱ツバキ・ナガシマ　社外取締役（現任）

2013年11月 ㈱河野会計事務所設立　代表取締役

（現任）

2019年 6月 当社取締役就任（現任）

2019年 9月

2020年 6月

㈱ＡＴＯＵＮ　社外監査役（現任）

ＮＫメディコ㈱　社外取締役（現任）
 

（注）３ －

常勤監査役 星野 喜郎 1953年５月24日生

 
1976年 4月 丸紅㈱入社

1987年10月 丸紅カナダ会社　バンクーバー副支店長

1997年10月 丸紅泰国会社　副社長

2002年12月 丸紅㈱　化学品部門　化学品経理部長

2006年 4月 同社　化学品部門　総括部長

2007年 4月 丸紅ケミックス㈱　取締役管理本部長

2010年 4月 同社　常勤監査役

2011年 9月 丸紅㈱　退職

2015年 4月 Marubeni-Itochu Steel America Inc.入社

Quality Edge Inc.出向 ＣＦＯ

2017年 4月 同社　退職

2017年10月

2018年 3月

2019年 6月

ドイツ品質システム認証㈱　顧問

同社　退職

当社常勤監査役就任（現任）
 

（注）４ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

監査役 山﨑　眞樹生 1955年5月31日生

 
1979年 4月 丸紅㈱入社

1988年 4月 丸紅メキシコ会社　管理部長

2000年 4月 丸紅ファイナンス㈱　融資部長

2001年10月 伊藤忠丸紅鉄鋼㈱出向

2003年 4月 丸紅欧州会社デュッセルドルフ支店　　　

管理本部長

2008年 4月 伊藤忠丸紅鉄鋼㈱　財務部長

2012年 4月 ㈱ダイエー出向　執行役員財務本部長

2013年 9月

2013年10月

2017年 7月

2018年 7月

2019年 3月

2019年 6月

丸紅㈱　退職

丸紅連合企業年金基金入社　常務理事

同基金　退職

丸紅㈱入社

同社　退職

当社監査役就任（現任）

 

（注）４ －

監査役 玉井　孝一 1958年11月5日生

 
1982年 4月 丸紅㈱入社

2002年 4月 同社　監査部　主任監査員

2015年 4月 丸紅食料㈱　常勤監査役

2018年 6月 丸紅ファッションリンク㈱　常勤監査役

2019年 3月

2019年 6月

2019年 6月

同社　退職

当社監査役就任（現任）

㈱サンユウ　常勤監査役
 

（注）４ －

計 2,138

 （注）１．取締役 河野 研は、社外取締役であります。

２．常勤監査役 星野 喜郎及び監査役 山﨑 眞樹生、玉井 孝一は、社外監査役であります。

３．2020年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2019年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 

②　社外役員の状況

　当社は社外取締役１名、社外監査役３名を選任しております。

　社外取締役である河野研氏は、公認会計士・税理士として豊富な業務経験と専門的知識を有しており、社外取

締役として、公正かつ客観的な経営の監督を行っていただけると考えております。また、当社のコーポレートガ

バナンスの充実に向けて、一般株主保護の観点から独立性は十分に確保できると判断し、社外取締役として選任

をしております。当社と同氏の間には、人的、資本的及び取引を伴う特別の利害関係はありません。

　社外監査役である星野喜郎氏につきましては、ＣＦＯなどの要職を歴任しており、管理部門全般の豊富な経験

と幅広い知見を有していることから、社外監査役として経営全般の監視と有効な助言をいただけるものと考えて

おります。当社と同氏の間には、人的、資本的及び取引を伴う特別の利害関係がないものと考えており、独立性

を有するものと考え、社外監査役として選任しております。

　社外監査役である山﨑眞樹生氏につきましては、財務・総務・人事等の管理部門全般の豊富な経験及び知識を

有しており、これらの幅広い見識を当社における監査に反映し、社外監査役として監査機能及び役割を果たして

いただけると考えております。当社と同氏の間には、人的、資本的及び取引を伴う特別の利害関係がないものと

考えており、独立性を有するものと考え、社外監査役として選任しております。

　社外監査役である玉井孝一氏につきましては、監査業務に従事されており、長年にわたって培われた内部監査

業務等の経験に基づき、客観的な見地から、社外監査役として監査機能及び役割を果たしていただけると考えて

おります。当社と同氏の間には、人的、資本的及び取引を伴う特別の利害関係がないものと考えており、独立性

を有するものと考え、社外監査役として選任しております。

　なお、当社において、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針は定めており

ませんが、選任にあたっては証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

　社外監査役は常勤監査役とともに取締役会に出席し、取締役から業務執行に関する報告を受けるなど、経営監

視の強化に努めております。また、取締役等と相互に情報・意見交換を行い、必要に応じて特に専門的な見地か

らの助言も行なっており、内部統制システムの強化が図られています。
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③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　当社の内部監査の組織については、社長直轄の内部監査室が設置され、室長１名と必要に応じて要員の補助を

受け、業務の効率性につき、定期的に内部監査を実施し改善事項の指摘・指導を行い、監査結果を社長に報告し

ております。

　監査役は取締役会に出席するほか、必要に応じ、稟議書等決裁書類の閲覧や、取締役に報告を求める等をして

職務を遂行しており、定期的に監査役監査を実施し、監査役会を開き、経営の適法性を確認しております。ま

た、会計監査人から監査の概要及び監査結果についての報告を受けております。

　内部監査及び監査役監査は、会計監査人監査を基準に、最大限これら３者の監査内容に重複が生じないように

配慮した上で実施しております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

当社の監査役の組織については、監査役３名全員が社外監査役であります。当社は監査役制度を採用してお

り、当該社外監査役と当社との取引その他の利害関係はありません。

監査役は取締役会に出席するほか、必要に応じ、稟議書等決裁書類の閲覧や、取締役に報告を求める等をして

職務を遂行しており、定期的に監査役監査を実施し、監査役会を開き、経営の適法性を確認しております。ま

た、会計監査人から監査の概要及び監査結果についての報告を受けております。

なお、常勤監査役である星野喜郎氏につきましては、ＣＦＯなどの要職を歴任しており、管理部門全般の豊富

な経験と幅広い知見を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

当事業年度において当社は監査役会を９回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであ

ります。

氏　名 開催回数 出席回数

星野　喜郎 9回 9回

山﨑　眞樹生 9回 8回

玉井　孝一 9回 9回

監査役会における主な検討事項として、各法令に定める計算書類等が、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているかどうか、取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

の有無、内部統制システムの妥当性、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの

算出根拠等が適切であるかどうかについての検証、会計監査人の選任、解任及び不再任の決定等が挙げられま

す。また、代表取締役と定期的な意見交換会を開催しております。

加えて、常勤監査役は内部監査室と連携し、適切な意思疎通並びに効果的な監査業務の執行を図っておりま

す。

 

②　内部監査の状況

当社の内部監査の組織については、社長直轄の内部監査室が設置され、室長１名と必要に応じて要員の補助を

受け、業務の効率性につき、定期的に内部監査を実施し改善事項の指摘・指導を行い、監査結果を社長に報告し

ております。

内部監査及び監査役監査は、会計監査人監査を基準に、最大限これら３者の監査内容に重複が生じないように

配慮した上で実施しております。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

仰星監査法人

ｂ．継続監査期間

６年間

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定社員　　業務執行社員　　　金井 匡志

指定社員　　業務執行社員　　　宮島 　章

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他６名であります。

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は、当監査法人の品質管理体制、独立性および専門性等を総合的に勘案し、当監査法人を選任してお

ります。

　また、当社の監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場

合、監査役全員の同意により解任いたします。それに加えて、上記の場合の他、会計監査人による適正な監

査の遂行が困難であると認められた場合など、その必要があると判断した場合、株主総会に提出する会計監

査人の解任または会計監査人を再任しないことに関する議案の内容は、監査役会が決定いたします。

ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社は、当監査法人の品質管理体制、独立性および専門性等を総合的に勘案し、当監査法人を選任してお

ります。当社の監査役及び監査役会は、「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指

針」を踏まえ、会計監査人から監査計画・監査の実施状況・職務の遂行が適正に行われていることを確保す

るための体制・監査に関する品質管理基準等の報告を受け、検討し総合的に評価しております。
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④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 20,000 － 20,000 －

連結子会社 － － － －

計 20,000 － 20,000 －

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ.を除く）

　該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は策定しておりませんが、会計監査人からの見積提案をもと

に、監査計画、監査内容、監査日数等の要素を勘案して検討し、監査役会の同意を得て決定する手続きを実施

しております。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の

監査計画・監査の実施状況および報酬見積りなどが当社の事業規模や事業内容に適切であるか検証を行ったう

えで、会計監査人の報酬等について同意を行っております。

 

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、役員報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針を定めておりませんが、取締役の報酬等につ

きましては、1997年2月20日開催の臨時株主総会において、取締役の報酬限度額を年額3億円以内と定めておりま

す。役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は取締役会であり、取締役会

より委任を受けた代表取締役社長である廣岡大介が、役位及び担当職務、各期の業績等を総合的に勘案して決定

しております。なお、業績連動報酬は現時点では採用しておりません。また、2000年6月27日開催の定時株主総

会において監査役の報酬限度額を年額5,000万円以内と定めており、各監査役の報酬につきましては、監査役の

協議により決定しております。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員

の員数（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
50,850 50,850 － － 3

監査役

（社外監査役を除く）
－ － － － －

社外役員 12,318 12,318 － － 8

（注）1.上記には、2019年６月21日開催の第30回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名（内社外取締役１名）及び監査役

３名（内社外監査役３名）を含んでおります。

2.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

3.ストック・オプション、賞与、退職慰労金等は、該当事項はありません。

4.役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はおりませんので記載をしておりません。

 

 

（５）【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2019年４月１日から2020年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2019年４月１日から2020年３月31日まで）の財務諸表について、仰星監査法人によ

り監査を受けております。

 

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入し、また各種講習会への参加等をしております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 786,249 1,011,619

受取手形及び売掛金 352,242 290,943

商品及び製品 655,049 582,265

未収入金 117,822 138,059

その他 113,667 144,530

貸倒引当金 △2,865 △2,277

流動資産合計 2,022,165 2,165,139

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,351,566 5,372,971

減価償却累計額 △2,952,032 △3,085,061

建物及び構築物（純額） ※１ 2,399,534 ※１ 2,287,909

機械装置及び運搬具 268,801 271,077

減価償却累計額 △128,920 △145,576

機械装置及び運搬具（純額） 139,880 125,500

工具、器具及び備品 264,300 269,326

減価償却累計額 △207,518 △228,796

工具、器具及び備品（純額） 56,782 40,529

土地 ※１ 2,512,186 ※１ 2,512,186

建設仮勘定 594 15,531

有形固定資産合計 5,108,976 4,981,658

無形固定資産 92,311 59,470

投資その他の資産   

敷金及び保証金 953,607 830,631

繰延税金資産 27,123 9,768

その他 43,705 32,312

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 1,024,428 872,704

固定資産合計 6,225,716 5,913,833

資産合計 8,247,882 8,078,973
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当連結会計年度
(2020年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 286,571 200,448

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※２,※３ 200,000 ※１,※２,※３ 265,000

未払法人税等 7,644 5,740

ポイント引当金 1,587 1,410

災害損失引当金 － 1,380

資産除去債務 － 749

その他 492,439 505,292

流動負債合計 988,242 980,021

固定負債   

長期借入金 ※１,※２,※３ 3,100,000 ※１,※２,※３ 2,835,000

長期預り敷金保証金 731,681 661,051

長期前受収益 39,016 29,262

資産除去債務 359,310 366,560

固定負債合計 4,230,008 3,891,873

負債合計 5,218,251 4,871,895

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 2,505,877 2,505,877

利益剰余金 423,745 601,773

自己株式 △155 △155

株主資本合計 3,029,467 3,207,494

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 163 △417

その他の包括利益累計額合計 163 △417

純資産合計 3,029,631 3,207,077

負債純資産合計 8,247,882 8,078,973
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

売上高 7,828,428 7,601,141

売上原価 ※３ 5,390,591 ※３ 5,190,642

売上総利益 2,437,837 2,410,498

販売費及び一般管理費 ※１ 2,313,185 ※１ 2,340,408

営業利益 124,651 70,090

営業外収益   

受取利息 2,429 1,462

受取手数料 100,593 115,550

廃棄物リサイクル収入 17,785 13,862

その他 16,694 14,044

営業外収益合計 137,502 144,920

営業外費用   

支払利息 79,831 40,647

シンジケートローン手数料 122,698 －

その他 814 2,824

営業外費用合計 203,344 43,471

経常利益 58,809 171,539

特別利益   

受取保険金 － 52,647

特別利益合計 － 52,647

特別損失   

固定資産除却損 ※２ 9,413 ※２ 2,507

災害による損失 － 19,709

特別損失合計 9,413 22,216

税金等調整前当期純利益 49,396 201,969

法人税、住民税及び事業税 9,843 6,587

法人税等調整額 △36,637 17,354

法人税等合計 △26,793 23,942

当期純利益 76,189 178,027

親会社株主に帰属する当期純利益 76,189 178,027
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当期純利益 76,189 178,027

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △1,547 △581

その他の包括利益合計 ※ △1,547 ※ △581

包括利益 74,642 177,446

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 74,642 177,446

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 2,505,877 347,555 △155 2,953,277

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益   76,189  76,189

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 76,189 － 76,189

当期末残高 100,000 2,505,877 423,745 △155 3,029,467

 

    

 その他の包括利益累計額
純資産合計

 為替換算調整勘定
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 1,711 1,711 2,954,989

当期変動額    

親会社株主に帰属する当期
純利益   76,189

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△1,547 △1,547 △1,547

当期変動額合計 △1,547 △1,547 74,642

当期末残高 163 163 3,029,631
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当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 2,505,877 423,745 △155 3,029,467

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益   178,027  178,027

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 178,027 － 178,027

当期末残高 100,000 2,505,877 601,773 △155 3,207,494

 

    

 その他の包括利益累計額
純資産合計

 為替換算調整勘定
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 163 163 3,029,631

当期変動額    

親会社株主に帰属する当期
純利益   178,027

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△581 △581 △581

当期変動額合計 △581 △581 177,446

当期末残高 △417 △417 3,207,077
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

当連結会計年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 49,396 201,969

減価償却費 225,909 223,795

災害による損失 － 19,709

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △588

シンジケートローン手数料 122,698 －

受取利息 △2,429 △1,462

受取保険金 － △52,647

支払利息 79,831 40,647

売上債権の増減額（△は増加） △75,499 61,257

たな卸資産の増減額（△は増加） 71,386 75,469

仕入債務の増減額（△は減少） △29,353 △86,121

ポイント引当金の増減額（△は減少） △905 △177

前受金の増減額（△は減少） 38,822 7,916

未払費用の増減額（△は減少） 12,587 △12,023

未払消費税等の増減額（△は減少） 24,564 13,497

営業保証金の増減額（△は増加） 231,426 107,069

その他 67,004 △33,463

小計 815,433 564,847

利息の受取額 2,587 1,797

利息の支払額 △111,188 △40,846

法人税等の支払額 △12,617 △8,486

保険金の受取額 － 52,647

災害による損失の支払額 － △18,329

営業活動によるキャッシュ・フロー 694,215 551,630

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △120,893 △66,582

無形固定資産の取得による支出 － △1,020

固定資産の除却による支出 △7,270 △457

固定資産の売却による収入 9,588 －

長期貸付金の回収による収入 21,168 7,056

敷金及び保証金の差入による支出 △322 △1,808

敷金及び保証金の回収による収入 390 315

預り保証金の返還による支出 △69,939 △71,229

預り敷金及び保証金の受入による収入 － 600

その他 △2,147 7,744

投資活動によるキャッシュ・フロー △169,426 △125,382

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 3,300,000 －

長期借入金の返済による支出 △3,813,121 △200,000

シンジケートローン手数料の支払額 △122,698 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △635,819 △200,000

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,746 △878

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △112,777 225,369

現金及び現金同等物の期首残高 899,026 786,249

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 786,249 ※ 1,011,619
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　1社

（1）主要な連結子会社の名称

　CFC U.S.A.,INC.

　なお、前連結会計年度において連結子会社でありました㈱ベルガレージは2019年４月１日付で当社を存続会

社として吸収合併されております。

（2）主要な非連結子会社の名称等

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちCFC U.S.A.,INC.の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　たな卸資産

　商品及び製品

　　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物及び構築物     ７～39年

　　機械装置及び運搬具 ２～15年

ロ　無形固定資産(リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に付与したポイントの将来の使用に伴う費用発生に備えるため、使用実績率に基

づいて見積った額をポイント引当金として計上しております。

ハ　災害損失引当金

　災害により被災した資産の復旧等に要する支払に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上してお

ります。

（4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出しが可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の処理方法

　　税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては

Topic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12月15日

より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的

な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性

を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発

点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合

には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　当社グループは、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が少なくとも一定期間続くとの仮定のもと会計上

の見積りを会計処理に反映しております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確

定要素が多く、翌連結会計年度の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

建物及び構築物 165,967千円 156,681千円

土地 2,454,586 2,454,586

計 2,620,553 2,611,267

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 200,000千円 265,000千円

長期借入金 3,100,000 2,835,000

計 3,300,000 3,100,000

 

※２　当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額

1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 800,000 800,000

計 200,000 200,000

 

※３　財務制限条項

　当社は、株式会社三菱UFJ銀行をアレンジャー、株式会社千葉銀行をジョイント・アレンジャーとする協調融資

によるシンジケートローン契約を締結しております。この契約には、連結財務諸表における貸借対照表上の純資産

の部や損益計算書における経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されており

ます。

　なお、当連結会計年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は3,100,000千円となっております。
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

給与手当及び賞与 915,972千円 862,403千円

賃借料 305,376 353,447

ポイント引当金繰入額 △905 △177

 

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

建物及び構築物 1,370千円  1,151千円

機械装置及び運搬具 752  898

工具、器具及び備品 19  0

解体撤去費用 7,270  457

計 9,413  2,507

 

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

　前連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

3,164千円 2,066千円

 

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

為替換算調整勘定：   
当期発生額 △1,547千円 △581千円

その他の包括利益合計 △1,547 △581
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,451,000 － － 14,451,000

合計 14,451,000 － － 14,451,000

自己株式     

普通株式 211 － － 211

合計 211 － － 211

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,451,000 － － 14,451,000

合計 14,451,000 － － 14,451,000

自己株式     

普通株式 211 － － 211

合計 211 － － 211

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

該当事項はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

現金及び預金勘定 786,249千円 1,011,619千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － － 

現金及び現金同等物 786,249 1,011,619 
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しております。デリバティブ取引は現在は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、そのほとんどがクレジット会社等に対するものであり、一般顧客に対するもの

とともに信用リスクに晒されております。

　敷金及び保証金は、出店のための不動産賃貸借契約に伴い差し入れております。差し入れ先の信用リスク

に晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は運転資金及び設備投資資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されておりま

す。シンジケートローン契約には、連結財務諸表における貸借対照表上の純資産の部や損益計算書における

経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されております。

　また、当社店舗施設等の賃貸先テナントより、敷金保証金を受け入れております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権である売掛金については、クレジット会社等については信用リスクは殆どないと認識しておりま

す。一般顧客に対するものについては、モニタリング等により個別に管理しております。

　敷金及び保証金についても、差し入れ先のモニタリング等により個別に管理しております。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。

 

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 786,249 786,249 －

(2)受取手形及び売掛金 352,242 352,242 －

(3)未収入金 117,822 117,822 －

(4)敷金及び保証金 19,612 19,556 △56

資産計 1,275,926 1,275,870 △56

(5)支払手形及び買掛金 286,571 286,571 －

(6)長期預り敷金保証金 369,481 388,788 19,307

(7)長期借入金 3,300,000 3,364,330 64,330

負債計 3,956,052 4,039,689 83,637
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当連結会計年度（2020年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 1,011,619 1,011,619 －

(2)受取手形及び売掛金 290,943 290,943 －

(3)未収入金 138,059 138,059 －

(4)敷金及び保証金 2,243 2,135 △108

資産計 1,442,865 1,442,757 △108

(5)支払手形及び買掛金 200,448 200,448 －

(6)長期預り敷金保証金 298,251 310,164 11,913

(7)長期借入金 3,100,000 3,147,294 47,294

負債計 3,598,699 3,657,907 59,207

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4)敷金及び保証金、(6)長期預り敷金保証金

これらの時価の算定については、将来のキャッシュ・フローを、リスクフリーレートで割り引いた現在価値に

よって算定しております。なお、これらのうち、契約によりキャッシュ・フローが確定している差入れ及び預り

建設協力金以外については、下記（注２）のとおり、時価を算定することが極めて困難であるため、時価が確定

できる建設協力金についてのみ取得原価及び時価を記載しております。

(5)支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(7)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。

なお、１年内返済予定の長期借入金についても、当欄に含めて記載しております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当連結会計年度

（2020年３月31日）

(1)敷金及び保証金 933,994 828,387

(2)長期預り敷金保証金 362,200 362,800

(1)敷金及び保証金、(2)長期預り敷金保証金

これらの科目については、（注１）の(4)、(6)の建設協力金を除き、市場価格もなくまた預託期間を算定するこ

とは困難であることから、キャッシュ・フローを合理的に確定できず、時価を算定することが極めて困難であるた

め、時価開示の対象としておりません。
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(注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 732,178 － － －

受取手形及び売掛金 352,242 － － －

未収入金 117,822 － － －

敷金及び保証金 17,400 2,244 － －

合計 1,219,642 2,244 － －

 

当連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

現金及び預金 979,523 － － －

受取手形及び売掛金 290,943 － － －

未収入金 138,059 － － －

敷金及び保証金 2,244 － － －

合計 1,410,770 － － －

 

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,300,000

合計 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,300,000

 

当連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 265,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,035,000

合計 265,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,035,000

 

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

（退職給付関係）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2020年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注)２ 213,153千円  72,589千円

貸倒引当金繰入超過額 964  767

未払事業税及び未払事業所税 3,136  3,379

繰延利益 23,630  40,592

減損損失 2,721  2,687

災害損失引当金繰入超過額 －  463

商品評価損 1,314  1,599

子会社株式評価損 5,002  5,002

資産除去債務 120,706  123,379

その他 533  473

繰延税金資産小計 371,163  250,936

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △165,556  △62,068

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △128,849  △131,540

評価性引当額小計（注)１ △294,406  △193,608

繰延税金資産合計 76,757  57,327

繰延税金負債    

資産除去債務 △48,102  △45,750

その他 △1,531  △1,808

繰延税金負債合計 △49,634  △47,559

繰延税金資産（負債）の純額 27,123  9,768

 （注)１．評価性引当額が100,797千円減少しております。この減少の主な内容は、当社の税務上の繰越欠損金に係る

評価性引当額44,227千円が期限切れ欠損金となったことによるものであります。

 （注)２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
  

前連結会計年度（2019年３月31日）  

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※1)
140,563 － － － 61,569 11,020 213,153

評価性引当額 △92,966 － － － △61,569 △11,020 △165,556

繰延税金資産 47,596 － － － － － (※2)47,596

(※1) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※2) 税務上の繰越欠損金213,153千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産47,596千円を計上して

おります。当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した部分

については評価性引当金を認識しておりません。
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当連結会計年度（2020年３月31日）  

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※3)
－ － － 61,569 11,020 － 72,589

評価性引当額 － － － △51,047 △11,020 － △62,068

繰延税金資産 － － － 10,521 － － (※4)10,521

(※3) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(※4) 税務上の繰越欠損金72,589千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産10,521千円を計上して

おります。当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した部分

については評価性引当金を認識しておりません。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2020年３月31日）

法定実効税率 33.59％  33.59％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.32  1.05

住民税均等割 12.13  3.22

評価性引当額の増減 △98.39  △26.61

その他 △4.88  0.61

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △54.24  11.85
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（企業結合等関係）

（連結子会社の吸収合併）

　当社は2019年１月11日付の取締役会決議に基づき、2019年４月１日付で、当社の100%連結子会社である株式会

社ベルガレージを吸収合併いたしました。

 

(１)取引の概要

①結合当事企業の名称及び事業の内容

結合当事企業の名称　株式会社ベルガレージ

事業の内容　　　　　自動車修理・整備事業

②企業結合日

2019年４月１日

③企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、株式会社ベルガレージを消滅会社とする吸収合併方式であります。

④結合後企業の名称

株式会社オートウェーブ

⑤合併の目的

　当社は、子会社である株式会社ベルガレージとの合併により、人的資産をより効率的に活用すると共

に、経営基盤の強化ならびに顧客満足度の向上を目指しております。また、キャッシュフローおよび経営

資源の活用についても効率化を図ってまいります。

⑥合併に係る割当内容

100％子会社との合併であり、新株式の発行および金銭等の交付は行いません。

⑦結合当事企業の直前事業年度の財政状態および経営成績（2019年３月期）

資産　　　　　161百万円

負債　　　　　 39百万円

純資産　　　　121百万円

売上高　　　　320百万円

当期純利益　　 10百万円

 

(２)実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取

引として会計処理を行っております。

 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

 営業店舗用建物等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

 使用見込期間を建物等の耐用年数に応じて15年～39年と見積り、割引率は0.688％～2.306％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

期首残高 351,491千円 359,310千円

時の経過による調整額 7,819 7,998

期末残高 359,310 367,309

 

（賃貸等不動産関係）

当社では、千葉市、横浜市等において、当社店舗の一部や、店舗敷地内に所有するテナント用ビルを賃貸しており

ます。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は162,259千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は164,818千円

（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

 

（単位：千円）
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前連結会計年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 2,581,545 2,491,204

 期中増減額 △90,341 △86,252

 期末残高 2,491,204 2,404,952

期末時価 991,482 833,531

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．前連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却（90,341千円）であります。当連結会計年度増減額の

うち、主な減少額は減価償却（86,252千円）であります。

３．期末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」に基づく金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む）であります。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自2018年４月１日 至2019年３月31日）

当社グループは店舗ごとを基礎とした「自動車用品販売等事業」の単一セグメントであるため記載を省略してお

ります。

 

当連結会計年度（自2019年４月１日 至2020年３月31日）

当社グループは店舗ごとを基礎とした「自動車用品販売等事業」の単一セグメントであるため記載を省略してお

ります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2018年４月１日 至　2019年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％を占め

る顧客が存在しないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日 至　2020年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、特定の顧客への売上高であって、連結損益計算書の売上高の10％を占め

る顧客が存在しないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2018年４月１日 至　2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日 至　2020年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2018年４月１日 至　2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日 至　2020年３月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2018年４月１日 至　2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2019年４月１日 至　2020年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

当連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

１株当たり純資産額 209.65円 221.93円

１株当たり当期純利益金額 5.27円 12.32円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

当連結会計年度
(自　2019年４月１日
至　2020年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 76,189 178,027

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（千円）
76,189 178,027

期中平均株式数（株） 14,450,789 14,450,789

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 200,000 265,000 1.1 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）注2 3,100,000 2,835,000 1.1 2021年～2024年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 3,300,000 3,100,000 － －

（注）１．借入金の平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に支払予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 200,000 200,000 200,000 200,000

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,804,801 3,774,350 5,797,298 7,601,141

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
65,140 56,297 217,530 201,969

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（千円）
63,549 62,163 233,033 178,027

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
4.40 4.30 16.13 12.32

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

4.40 △0.10 11.82 △3.81
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 655,292 972,695

売掛金 349,105 287,634

商品及び製品 655,407 582,524

前払費用 72,085 72,699

未収入金 120,522 138,059

その他 78,125 103,459

貸倒引当金 △2,865 △2,277

流動資産合計 1,927,673 2,154,795

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,299,546 2,196,448

構築物 99,987 91,461

機械及び装置 119,617 108,615

車両運搬具 18,716 15,423

工具、器具及び備品 56,782 40,529

土地 2,512,186 2,512,186

建設仮勘定 594 15,531

有形固定資産合計 5,107,430 4,980,196

無形固定資産   

ソフトウエア 87,197 54,357

その他 4,513 5,113

無形固定資産合計 91,711 59,470

投資その他の資産   

関係会社株式 60,000 －

長期前払費用 453 90

敷金及び保証金 933,557 830,631

繰延税金資産 26,607 9,768

その他 33,191 32,222

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 1,053,803 872,704

固定資産合計 6,252,945 5,912,371

資産合計 8,180,618 8,067,166
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2019年３月31日)
当事業年度

(2020年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 327,279 200,358

1年内返済予定の長期借入金 200,000 265,000

未払金 75,054 75,377

未払費用 68,561 71,306

未払法人税等 5,154 5,264

未払消費税等 40,889 61,670

前受金 172,673 190,690

預り金 32,394 23,425

前受収益 74,163 74,791

ポイント引当金 1,587 1,410

資産除去債務 － 749

災害損失引当金 － 1,380

その他 3,670 5,112

流動負債合計 1,001,429 976,535

固定負債   

長期借入金 3,100,000 2,835,000

長期預り保証金 731,681 661,051

長期前受収益 39,016 29,262

資産除去債務 350,969 366,560

固定負債合計 4,221,667 3,891,873

負債合計 5,223,097 4,868,408

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金   

資本準備金 1,611,819 1,611,819

その他資本剰余金 894,058 894,058

資本剰余金合計 2,505,877 2,505,877

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 351,799 593,036

利益剰余金合計 351,799 593,036

自己株式 △155 △155

株主資本合計 2,957,520 3,198,757

純資産合計 2,957,520 3,198,757

負債純資産合計 8,180,618 8,067,166
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

当事業年度
(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

売上高 7,791,974 7,600,009

売上原価   

商品期首たな卸高 726,891 655,407

当期商品仕入高 5,301,771 5,118,770

合計 6,028,662 5,774,177

商品期末たな卸高 655,407 582,524

商品売上原価 5,373,255 5,191,652

売上総利益 2,418,719 2,408,356

販売費及び一般管理費 2,305,514 2,334,397

営業利益 113,205 73,958

営業外収益   

受取利息 2,427 1,462

廃棄物リサイクル収入 17,785 13,862

受取手数料 100,593 115,550

その他 16,694 12,040

営業外収益合計 137,501 142,915

営業外費用   

支払利息 79,829 40,647

シンジケートローン手数料 122,698 －

その他 814 2,824

営業外費用合計 203,342 43,471

経常利益 47,363 173,403

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 － 61,257

受取保険金 － 52,647

特別利益合計 － 113,905

特別損失   

固定資産除却損 9,413 2,507

災害による損失 － 19,709

特別損失合計 9,413 22,216

税引前当期純利益 37,950 265,091

法人税、住民税及び事業税 5,160 6,500

法人税等調整額 △36,494 17,354

法人税等合計 △31,334 23,854

当期純利益 69,285 241,236
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 100,000 1,611,819 894,058 2,505,877 282,513 282,513

当期変動額       

当期純利益     69,285 69,285

当期変動額合計 － － － － 69,285 69,285

当期末残高 100,000 1,611,819 894,058 2,505,877 351,799 351,799

 

   

 株主資本

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △155 2,888,235 2,888,235

当期変動額    

当期純利益  69,285 69,285

当期変動額合計 － 69,285 69,285

当期末残高 △155 2,957,520 2,957,520
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当事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本剰余

金
資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 100,000 1,611,819 894,058 2,505,877 351,799 351,799

当期変動額       

当期純利益     241,236 241,236

当期変動額合計 － － － － 241,236 241,236

当期末残高 100,000 1,611,819 894,058 2,505,877 593,036 593,036

 

   

 株主資本

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △155 2,957,520 2,957,520

当期変動額    

当期純利益  241,236 241,236

当期変動額合計 － 241,236 241,236

当期末残高 △155 3,198,757 3,198,757
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。
 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）子会社株式

　総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（1）商品及び製品

　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物             ７～39年

機械及び装置     ２～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

（3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に付与したポイントの将来の使用に伴う費用発生に備えるため、使用実績率に基づ

いて見積った額をポイント引当金として計上しております。

（3）災害損失引当金

　災害により被災した資産の復旧等に要する支払に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しており

ます。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りについて、連結財務諸表「注記事項

（追加情報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

建物 165,967千円 156,681千円

土地 2,454,586 2,454,586

計 2,620,553 2,611,267

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 200,000千円 265,000千円
 
長期借入金
 

3,100,000 2,835,000

計 3,300,000 3,100,000

 

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

短期金銭債権 5,341千円 －千円

短期金銭債務 43,106 －

 

※３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を

締結しております。この契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2019年３月31日）
当事業年度

（2020年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額

1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 800,000 800,000

計 200,000 200,000

 

※４　財務制限条項

　当社は、株式会社三菱UFJ銀行をアレンジャー、株式会社千葉銀行をジョイント・アレンジャーとする協調融資

によるシンジケートローン契約を締結しております。この契約には、財務諸表における貸借対照表上の純資産の部

や損益計算書における経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付加されておりま

す。

　なお、当事業年度末における財務制限条項の対象となる借入金残高は3,100,000千円となっております。
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

当事業年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

営業取引による取引高   

　仕入高 300,251千円 19,186千円

　販売費及び一般管理費 16,438 4,212

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度82.2％、当事業年度85.1％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度17.8％、当事業年度14.9％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2018年４月１日
　　至　2019年３月31日）

　当事業年度
（自　2019年４月１日

　　至　2020年３月31日）

広告宣伝費 48,846千円 36,012千円

給与手当 907,314 853,732

福利費 155,179 203,325

賃借料 305,342 353,404

ポイント引当金繰入額 △905 △177

減価償却費 128,258 129,472

支払手数料 182,512 164,890

 

 

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式－千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式

60,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

なお、前事業年度において連結子会社でありました㈱ベルガレージは2019年４月１日付で当社を存続会社として吸

収合併しております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2019年３月31日）
 

当事業年度
（2020年３月31日）

繰延税金資産    
税務上の繰越欠損金 213,153千円  72,589千円
貸倒引当金繰入超過額 964  767
未払事業税及び未払事業所税 2,620  3,379
繰延利益 23,630  40,592
減損損失 2,721  2,687
災害損失引当金繰入超過額 －  463
商品評価損 1,314  1,599
子会社等株式評価損 5,002  5,002
資産除去債務 117,890  123,379
その他 533  473

繰延税金資産小計 367,832  250,936
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △165,556  △62,068
将来減算一時差等の合計に係る評価性引当額 △126,033  △131,540

評価性引当額小計 △291,590  △193,608
繰延税金資産合計 76,241  57,327
繰延税金負債    
資産除去債務 △48,102  △45,750
その他 △1,531  △1,808

繰延税金負債合計 △49,634  △47,559
繰延税金資産（負債）の純額 26,607  9,768

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2019年３月31日）
 

当事業年度
（2020年３月31日）

法定実効税率 33.59％  33.59％
（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 4.32  0.80
住民税均等割 13.60  2.45
抱き合わせ株式消滅差益 －  △7.76
評価性引当額の増減 △128.06  △20.28
その他 △6.01  0.19
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △82.57  9.00
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（企業結合等関係）

（連結子会社の吸収合併）

　当社は2019年１月11日付の取締役会決議に基づき、2019年４月１日付で、当社の100%連結子会社である株式会

社ベルガレージを吸収合併いたしました。

　詳細は、「第５ 経理の状況１ 連結財務諸表等(1) 連結財務諸表注記事項（企業結合等関係）」に記載のとお

りであります。

　なお、当該取引により、当事業年度において抱合せ株式消滅差益として61百万円を特別利益に計上しておりま

す。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区　分
資産の

種　類

当期首

残　高

当　期

増加額

当　期

減少額

当　期

償却額

当期末

残　高

減価償却

累計額

有形

固定資産

建物 4,699,706 23,272 3,336 126,103 4,719,642 2,523,193

構築物 651,663 3,050 1,384 10,692 653,329 561,867

機械及び装置 205,963 6,702 2,678 16,806 209,987 101,372

車両運搬具 56,789 12,164 11,146 12,772 57,807 42,384

工具、器具及び備品 262,311 7,493 478 23,745 269,326 228,796

土地 2,512,186 － － － 2,512,186 －

建設仮勘定 594 15,531 594 － 15,531 －

計 8,389,213 68,215 19,617 190,120 8,437,811 3,457,614

無形

固定資産

ソフトウエア 186,048 770 13,733 33,610 173,084 118,727

その他 4,513 599 － － 5,113 －

計 190,561 1,370 13,733 33,610 178,198 118,727

（注）１．「当期首残高」又は「当期末残高」については取得価額で記載しております。

２．当期増減額のうち主なものは次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 摘　　　　　　要 科　　目 金　　額

増加 各店 店舗シャッター工事 建物 16,092

増加 茂原店 門型洗車機 機械及び装置 5,500

増加 各店 リースアップ車両の買取 車両運搬具 8,370

減少 柏沼南店、中古車館 積載トラックの売却 車両運搬具 6,968

 

【引当金明細表】

科　　目
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,872 1,985 2,573 2,284

ポイント引当金 1,587 1,410 1,587 1,410

災害損失引当金 － 12,336 10,956 1,380

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　　三井住友信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由が生じたとき

は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典

毎年９月末、３月末現在において、100株以上所有の株主に対し900円の、

500株以上所有の株主に対し5,400円の、5,000株以上所有の株主に10,800

円のお買い物券を贈呈

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利及び株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを

受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　 当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第30期）（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）2019年６月21日　関東財務局長に提出

２　内部統制報告書及びその添付書類

2019年６月21日　関東財務局長に提出

３　四半期報告書及び確認書

（第31期第１四半期）（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 2019年８月９日 関東財務局長に提出

（第31期第２四半期）（自 2019年７月１日 至 2019年９月30日） 2019年11月８日 関東財務局長に提出

（第31期第３四半期）（自 2019年10月１日 至 2019年12月31日） 2020年２月７日 関東財務局長に提出

４　臨時報告書

2019年４月５日　関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

2019年６月24日　関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2020年６月26日  

株式会社　オートウェーブ

 
   

 

 取締役会　御中  

 

 仰星監査法人

 東京事務所
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 金井　匡志　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮島　　章　　印

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社オートウェーブの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社オートウェーブ及び連結子会社の2020年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社オートウェーブの

2020年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社オートウェーブが2020年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・ 財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 
 

  2020年６月26日  

株式会社　オートウェーブ

 
   

 

 取締役会　御中  

 

 仰星監査法人

 東京事務所
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 金井　匡志　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮島　　章　　印

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社オートウェーブの2019年４月１日から2020年３月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

オートウェーブの2020年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
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る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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